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第１号議案  

 

大阪広域水道企 業 団水道事業給水 条 例一部改正の件  

 

大阪 広域 水道 企業 団水 道事 業給 水条 例の 一部 を改 正す る条 例を 次のよ

うに定める。  

 

令和４年 11月 15日 提出  

大阪広域水道企 業 団  

企業長  永藤  英 機  

大阪広域水道企 業 団条例第  号  

大阪 広 域水 道企 業 団水 道 事業 給水 条 例の 一 部を 改正 す る条

例  

大阪 広域 水道 企業 団水 道事 業給 水条 例（ 平成 29年 大阪 広域 水道 企業団

条例第２号）の 一 部を次のように 改 正する。  

次の 表の 改正 前の 欄に 掲げ る規 定を 同表 の改 正後 の欄 に掲 げる 規定に

下線で示すよう に 改正する。  

改正後 改正前 

（給水区域） （給水区域） 

第３条  水道事業の給水区域は、大阪広域

水道企業団水道企業条例（平成 23年大阪

広域水道企業団条例第２号）第３条第２

項第１号イに定める表の第１欄に掲げる

事業（藤井寺水道事業、泉南水道事業、

四條畷水道事業、大阪狭山水道事業、阪

南水道事業、豊能水道事業、忠岡水道事

業、熊取水道事業、田尻水道事業、岬水

道事業、太子水道事業、河南水道事業及

び千早赤阪水道事業をいう。）ごとに第

２欄に掲げる給水区域とする。 

 

第３条  水道事業の給水区域は、大阪広域

水道企業団水道企業条例（平成 23年大阪

広域水道企業団条例第２号）第３条第２

項第１号イに定める表の第１欄に掲げる

事業（藤井寺水道事業、泉南水道事業、

四條畷水道事業、大阪狭山水道事業、阪

南水道事業、豊能水道事業、忠岡水道事

業、熊取水道事業、田尻水道事業、岬水

道事業、太子水道事業、河南水道事業及

び千早赤阪水道事業をいう。以下これら

を「市町村域水道事業」という。）ごと

に第２欄に掲げる給水区域とする。 

 

（給水装置工事の施行） （給水装置工事の施行） 

第 11条  給水装置工事は、企業長又は企業

長が法第 16条の２第１項の指定をした者

（以下「指定給水装置工事事業者」とい

う。）が施行する。 

第 11条  給水装置工事は、企業長又は企業

長が市町村域水道事業の各事業ごとに法

第 16条の２第１項の指定をした者（以下

「指定給水装置工事事業者」という。）

が施行する。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

別表第１（第26条関係） 別表第１（第26条関係） 
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１～５ （略） １～５ （略） 

６ 豊能水道事業 ６ 豊能水道事業 

メーター

の口径 

基本料金 従量料金（水量１立方メートルにつき） 

13ミリメ

ートル 

1,255円 １立

方メ

ート

ル以

上５

立方

メー

トル

まで 

130円 

６立

方メ

ート

ル以

上10

立方

メー

トル

まで 

160円 

11立

方メ

ート

ル以

上20

立方

メー

トル

まで 

180円 

21立

方メ

ート

ル以

上30

立方

メー

トル

まで 

250円 

31立

方メ

ート

ル以

上40

立方

メー

トル

まで 

310円 

41立

方メ

ート

ル以

上70

立方

メー

トル

まで 

340円 

71立

方メ

ート

ル以

上 

350円 

20ミリメ

ートル 

1,830円 

25ミリメ

ートル 

3,180円 

30ミリメ

ートル 

4,650円 

40ミリメ

ートル 

8,440円 

50ミリメ

ートル 

13,610円 

75ミリメ

ートル 

32,210円 

 

用途 メーター

の口径 

基本料

金 

従量料金（水量１立方メートルにつき） 

一般

用 

20ミリメ

ートル以

下 

1,180

円 

１立

方メ

ート

ル以

上10

立方

メー

トル

まで 

144

円 

11立

方メ

ート

ル以

上20

立方

メー

トル

まで 

184

円 

21立

方メ

ート

ル以

上30

立方

メー

トル

まで 

234

円 

31立

方メ

ート

ル以

上40

立方

メー

トル

まで 

294

円 

41立

方メ

ート

ル以

上70

立方

メー

トル

まで 

364

円 

71立

方メ

ート

ル以

上

100

立方

メー

トル

まで 

444

円 

101

立方

メー

トル

以上 

534

円 

25ミリメ

ートル 

1,840

円 

30ミリメ

ートル 

2,620

円 

40ミリメ

ートル 

4,720

円 

50ミリメ

ートル 

7,360

円 

75ミリメ

ートル以

上 

16,520

円 

公共

用 

一般用の1.5倍の

額 

臨時

用 

一般用のとおり 824円 

 

７～13 （略） 

 

７～13 （略） 

 

別表第３（第36条関係） 別表第３（第36条関係） 

１～５ （略） １～５ （略） 

６ 豊能水道事業 ６ 豊能水道事業 

(１ ) 吉川、ときわ台、東ときわ台、光

風台、希望ヶ丘及び新光風台の区域 

(１ ) 吉川、ときわ台、東ときわ台、光

風台、希望ヶ丘及び新光風台の区域 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

100ミリメートル

以上 

企業長が定める額 

 

(２ ) 従前の野間口簡易水道事業及び高

山簡易水道事業の区域 

(２ ) 従前の野間口簡易水道事業及び高

山簡易水道事業の区域 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

100ミリメートル

以上 

企業長が定める額 

 

(３ ) 従前の東部地区簡易水道事業の区

域のうち余野及び木代の区域 

(３ ) 従前の東部地区簡易水道事業の区

域のうち余野及び木代の区域 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

100ミリメートル

以上 

企業長が定める額 
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(４ ) 従前の東部地区簡易水道事業の区

域のうち川尻及び切畑の区域 

(４ ) 従前の東部地区簡易水道事業の区

域のうち川尻及び切畑の区域 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

100ミリメートル

以上 

企業長が定める額 

 

(５ ) 従前の牧簡易水道事業の区域 (５ ) 従前の牧簡易水道事業の区域 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

100ミリメートル

以上 

企業長が定める額 

 

(６ ) 従前の寺田特設水道事業の区域 (６ ) 従前の寺田特設水道事業の区域 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

 

メーターの口径 金額 

新設 （略） 

（略） （略） （略） 

100ミリメートル

以上 

企業長が定める額 

 

７～13 （略） ７～13 （略） 

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は 、 令和５年４月１ 日 から施行する。  

 （経過措置）  

２  令和 ５年 ４月 分以 前の 月分 とし て徴 収す る専 用給 水装 置又 は１ 戸若

し く は １ 箇 所 当 た り の 共 用 給 水 装 置 の 料 金 （ こ の 条 例 の 施 行 の 日 前 か

ら 継 続 し て 給 水 を し て い る 場 合 に 限 る 。 ） は 、 こ の 条 例 に よ る 改 正 後

の 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 水 道 事 業 給 水 条 例 別 表 第 １ の 規 定 に か か わ ら ず 、

なお従前の例に よ る。  
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第２号議案  

 

大阪広域水道企 業 団公告式条例一 部 改正の件  

 

大阪 広域 水道 企業 団公 告式 条例 の一 部を 改正 する 条例 を次 のよ うに定

める。  

 

令和４年 11月 15日 提出  

大阪広域水道企 業 団  

企業長  永藤  英 機  

大阪広域水道企 業 団条例第  号  

大阪広域水道企 業 団公告式条例の 一 部を改正する条 例  

大阪 広域 水道 企業 団公 告式 条例 （平 成 22年大 阪広 域水 道企 業団 条例第

１号）の一部を 次 のように改正す る 。  

次の 表の 改正 前の 欄に 掲げ る規 定を 同表 の改 正後 の欄 に掲 げる 規定に

下線で示すよう に 改正する。  

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条  この条例は、地方自治法（昭和 22

年法律第 67号）第 16条第４項及び第５項

の 規 定 に 基 づ き 、 大 阪 広 域 水 道 企 業 団

（以下「企業団」という。）の公告式に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第１条  この条例は、地方自治法（昭和 22

年法律第 67号）第 16条の規定に基づき、

大阪広域水道企業団（以下「企業団」と

いう。）の公告式に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 

（条例の公布） （条例の公布） 

第２条 （略）  第２条 （略）  

２  条例は、企業団公報に登載して公布す

るものとする。ただし、天災その他やむ

を得ない事情で企業団公報に登載するこ

とができないときは、企業団の掲示場に

掲 示 し て そ の 登 載 に 代 え る こ と が で き

る。 

 

２  条例は、企業団公報に登載して公布す

るものとする。ただし、天災その他やむ

を得ない事情で企業団公報に登載するこ

とができないときは、企業団の掲示場に

掲 示 し て そ の 登 載 に か え る こ と が で き

る。 

 

（規則の公布） （規則の公布） 

第３条  規則を公布しようとするときは、

公布の旨の前文、年月日及び企業長名を

記入しなければならない。 

第３条  前条の規定は、規則にこれを準用

する。 

２  前条第２項の規定は、前項の規則にこ

れを準用する。 
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（規程の公表） （規程の公表） 

第４条  規則を除くほか、企業長の定める

規程で公表を要するものを公表しようと

するときは、公布若しくは公表の旨の前

文、年月日及び企業長名を記入しなけれ

ばならない。 

第４条  規則を除くほか、企業長の定める

規程で公表を要するものを公表しようと

するときは、公布若しくは公表の旨の前

文、年月日及び企業長名を記入して、企

業長印を押さなければならない。 

２ （略） 

 

２  （略） 

 

（その他の規則及び規程の公表） （その他の規則及び規程の公表） 

第５条  第３条の規定は、企業団の機関の

定める規則で公表を要するものにこれを

準用する。この場合において、同条第１

項中「企業長名」とあるのは「当該機関

名又は当該機関を代表する者の名」と読

み替えるものとする。 

第５条  第２条の規定は、企業団の機関の

定める規則で公表を要するものにこれを

準用する。この場合において、同条第１

項中「企業長」とあるのは「当該機関又

は当該機関を代表する者」と読み替える

ものとする。 

２  前条の規定は、企業団の機関の定める

規程で公表を要するものにこれを準用す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 同 条 第 １ 項 中

「企業長名」とあるのは「当該機関名又

は当該機関を代表する者の名」と読み替

えるものとする。 

２  前条の規定は、企業団の機関の定める

規程で公表を要するものにこれを準用す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 同 条 第 １ 項 中

「企業長名」とあるのは「当該機関名又

は当該機関を代表する者の名」と、「企

業長印」とあるのは「当該機関印又は当

該機関を代表する者の印」と読み替える

ものとする。 

附  則  

この 条例 は、 公布 の日 から 施行 し、 改正 後の 大阪 広域 水道 企業 団公告

式条 例第 ３条 から 第５ 条ま での 規定 は、 この 条例 の施 行の 日以 後に 公布

又は公表する規 則 又は規程につい て 適用する。  
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第３号 議案  

 

令和３ 年度 大阪広 域水道 企業 団水道 事業会 計剰 余金処 分の  

件  

 

令和 ３年 度大 阪広 域水 道企 業団 水道 事業 会計 剰余 金の 処分 につ いて、

地方公 営企 業法（ 昭和 27年法 律第 292号）第 32条第 ２ 項の規 定に より、議

会の議 決を 求める 。  

 

令和４ 年 11月 15日提出  

大阪広 域水 道企業 団    

企業長  永 藤  英 機    

 

令和３ 年度 大阪広 域水道 企業 団水道 用水供 給事 業剰余 金処分 計算 書  
(単 位  円 ) 

 資 本 金  資 本 剰 余 金  未 処 分 利 益 剰 余 金  

当 年 度 末 残 高  178,4 06 ,8 66 ,38 1  4,2 03 ,4 98 ,0 26  10, 32 4, 69 6, 434  

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額  5,632 ,6 26 ,5 76  0 △  5,78 5, 52 8,5 50  

 水 道 事 業 統 合 促 進 積

立 金 へ の 積 立  
0 0 △  152, 90 1, 974  

 資 本 金 へ の 組 入  5,632 ,6 26 ,5 76  0 △  5,63 2, 62 6,5 76  

処 分 後 残 高  184,0 39 ,4 92 ,95 7  4,2 03 ,4 98 ,0 26  
(繰 越 利 益 剰 余 金 ) 

4,539 ,1 67 ,8 84  

 

令和３ 年度 大阪広 域水道 企業 団市町 村域水 道事 業剰余 金処分 計算 書  

(単 位  円 ) 

 資 本 金  資 本 剰 余 金  未 処 分 利 益 剰 余 金  

当 年 度 末 残 高  22,29 9, 74 1, 191  4,8 77 ,0 58 ,2 91  3,5 95 ,7 18 ,4 66  

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額  1,330 ,7 02 ,9 73  0 △  1,52 3, 54 1,7 14  

 減 債 積 立 金 へ の 積 立  0 0 △  192, 83 8, 741  

 資 本 金 へ の 組 入  1,330 ,7 02 ,9 73  0 △  1,33 0, 70 2,9 73  

処 分 後 残 高  23,63 0, 44 4, 164  4,8 77 ,0 58 ,2 91  
(繰 越 利 益 剰 余 金 ) 

2,072 ,1 76 ,7 52  

 

- 6 -



第４号 議案  

 

令和３ 年度 大阪広 域水道 企業 団工業 用水道 事業 会計剰 余金  

処分の 件  

 

令和 ３年 度大 阪広 域水 道企 業団 工業 用水 道事 業会 計剰 余金 の処 分につ

いて、地 方公 営企 業法（昭 和 27年法 律第 292号）第 32条第２ 項の 規定に よ

り、議 会の 議決を 求める 。  

 

令和４ 年 11月 15日提出  

大阪広 域水 道企業 団    

企業長  永 藤  英 機    

 

令和３ 年度 大阪広 域水道 企業 団工業 用水道 事業 剰余金 処分計 算書  

(単 位  円 ) 

 資 本 金  資 本 剰 余 金  未 処 分 利 益 剰 余 金  

当 年 度 末 残 高  46,49 4, 64 6, 354  658 ,7 06 ,6 07  4,0 31 ,7 82 ,2 49  

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額  1,383 ,4 22 ,7 97  0 △  1,38 3, 42 2,7 97  

 資 本 金 へ の 組 入  1,383 ,4 22 ,7 97  0 △  1,38 3, 42 2,7 97  

処 分 後 残 高  47,87 8, 06 9, 151  658 ,7 06 ,6 07  
(繰 越 利 益 剰 余 金 ) 

2,648 ,3 59 ,4 52  
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第１ 号報 告          

         

令和 ３年 度大 阪広 域水 道企 業団 水道 事業 会計 決算 報告 の件  

         

 地 方公 営企 業法 （昭 和 27年法 律第 292号） 第 30条第 ４項 の規 定に より 、

令和 ３年 度の 大阪 広域 水道 企業 団水 道事 業会 計の 決算 を別 冊の とお り報

告す る。  

         

令和 ４年 11月 15日 提出  

                大阪 広域 水道 企業 団    

企業 長  永藤  英 機    
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第２ 号報 告          

         

令和 ３年 度大 阪広 域水 道企 業団 工業 用水 道事 業会 計決 算報  

告の 件  

         

 地 方公 営企 業法 （昭 和 27年法 律第 292号） 第 30条第 ４項 の規 定に より 、

令和 ３年 度の 大阪 広域 水道 企業 団工 業用 水道 事業 会計 の決 算を 別冊 のと

おり 報告 する 。  

   

令和 ４年 11月 15日 提出  

                大阪 広域 水道 企業 団    

企業 長  永藤  英 機    
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第３ 号報 告          

         

令和 ３年 度決 算に 基づ く資 金不 足比 率報 告の 件  

         

 地 方公 共団 体の 財政 の健 全化 に関 する 法律 （平 成 19年法 律第 94号 ）第

22条第１ 項の 規定 によ り、 令和 ３年 度決 算に 基づ く資 金不 足比 率を 監査

委員 の意 見を 付け て次 のと おり 報告 する 。  

         

令和 ４年 11月 15日 提出  

                大阪 広域 水道 企業 団    

企業 長  永藤  英 機    

         

１  資金 不足 比率  

会   計   名  
数   値  

（パーセント） 

経営 健全 化基 準  

（パ ーセ ント ）  

大阪 広域 水道 企業 団水 道事 業会 計  ―   

20  
大 阪 広 域 水 道 企 業 団 工 業 用 水 道 事

業会 計  
―   

備考  「 水道 事業 会計 」、 「工 業用 水道 事業 会計 」と もに 資金 不足 額

がな いた め、 「― 」と 表記 して いる 。  

 

２  監査 委員 の意 見  

  別紙 のと おり  
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第４号 報告  

 

債権放 棄報 告の件  

 

大阪広 域水 道企 業 団債権 の管 理に 関 する条 例（ 平成 29年大阪 広域 水道

企業団 条例 第１ 号 ）第 14条第 １項 の 規定に より 次の と おり債 権を 放棄し

たので 、同 条第２ 項の規 定に より報 告する 。  

 

令和４ 年 11月 15日提出  

大阪広 域水 道企業 団    

企業長  永 藤  英 機    

 

債 権 の 名 称  放 棄 事 由  件 数  金 額  

水 道 料 金 及 び メ ー タ ー

使 用 料  

条 例 第 14条 第 １ 項 第 １ 号  

（ 破 産 免 責 ）  

35件  86,509円  

 条 例 第 14条 第 １ 項 第 ２ 号  

（ 時 効 期 間 満 了 ）  

1,325件  2,149,917円  

 条 例 第 14条 第 １ 項 第 ５ 号  

（ 徴 収 停 止 後 期 間 経 過 ）  

157件  324,080円  

水 道 施 設 等 破 損 に 係 る

損 害 賠 償 金  

条 例 第 14条 第 １ 項 第 ５ 号  

（ 徴 収 停 止 後 期 間 経 過 ）  

2件  56,254円  

合 計   1,519件  2,616,760円  
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